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研究成果の概要（和文）：民間非営利組織の財務情報と寄付受領との間には、4年前の分析に引き続き今回のデ
ータにおいても事業費比率、正味財産比率が有意な関連性を示していた。また、非財務指標と寄付受領との間に
ついても追加的な分析を行い下記のような結果が得られた。Facebookのシェア数、Twitterの有無、ホームペー
ジでの活動報告画像数が寄付受領と有意な関連性を示していた。ただし、米国での先行研究では有意である動画
による報告数は有意ではなかった。

研究成果の概要（英文）：The activity expense ratio and the net property ratio showed a significant 
relationship between the financial information of the private non-profit organization and the 
receipt of donations, as in this data following the analysis four years ago. In addition, additional
 analysis was conducted on non-financial indicators and donation receipts, and the following results
 were obtained. The number of Facebook shares, the presence of Twitter, and the number of activity 
report images on the website showed a significant relationship with donation receipt. However, the 
number of video reports that were significant in prior studies in the US was not significant.

研究分野：会計学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
民間非営利組織（ここではＮＰＯ法人）においては、事業費比率（＝事業費支出／経常収入）が寄付受領の有無
と有意に関連していることが、10年以上にわたるデータにおいて継続的に実証された。逆に言えば、経常収入の
うち事業支出への割合が少ないＮＰＯ法人は寄付を獲得できない可能性が高いということである。一連の分析結
果から寄付市場は「賢明」であると言えよう。



１．研究開始当初の背景 

 米国では 1990 年代後半から非営利組織の財務情報や非財務情報が寄付者の意思決定にどの

ように関連しているかについての実証研究や実験研究が，会計学や非営利組織論のジャーナル

に数多く現れるようになっている。 

 一方，わが国においては，非営利組織への寄付者の意思決定に関する実証的研究は，緒につ

いたばかりである。 

 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は，非営利組織とっては比較的自由度が高く重要な財源のひとつである寄付に焦

点をあて，寄付者の意思決定にはどのような情報が有意に影響を与えているのかを実証的に明ら

かにすることにある。 

 「寄付」それ自体に関する研究はさまざまなアプローチから数多く存在しているが，寄付先の

選択や金額など，寄付者の意思決定プロセスにかかわることを実証的に分析した研究は，筆者が

調べた限りでは，わが国ではあまり行われていない。寄付者の意思決定に関する実証研究の蓄積

による知見は，個々の非営利組織にとってはより多くの寄付を受け取るための方策を検討する際

の一助となる。また，社会的には非営利セクターの情報開示制度等について議論する際の視座を

提供してくれることになる。対GDP比でみた場合，わが国の「寄付市場」の規模は，欧米諸国

に比べて10分の1以下であり，とても小さい。実証研究の蓄積により得られた知見は，わが国の

「寄付市場」を拡大させることにも活用出来るのではないかと考える。 

 

３．研究の方法 

（１）米国のジャーナルから民間非営利組織の寄付に関する実証的研究の論文を可能な限り収

集し，実証研究，実験研究，アンケートによる研究ごとに，それぞれ次のような点につ

いて整理する。 

    ・設定している仮説（背景としている理論を含む） 

    ・研究モデル（分析の対象，使用データ，統計的処理法など） 

    ・結果と解釈（会計基準やディスクロージャーへの示唆など） 

（２）わが国において「寄付」を研究対象とした，社会学，会計学，経済学，経営学などの諸

学問分野からの研究をサーベイして，寄付に関する知見を整理する。 

（３）寄付を受け取る側である主要な非営利組織を訪問して，現場での取り組み状況（創意工

夫）や組織の経営（運営）方法，ファンドレイジングの実態などについて調査する。ま

た，寄付をする側である主要な助成団体，企業などを訪問して，寄付先の選定基準など

についてヒアリング調査を行う。 

（４）上記の（１）（２）（３）をもとに，仮説構築と検証のための研究モデルの構築を行い，

実証研究，実験研究を実施する。 

これら（１）（２）（３）（４）のプロセスで実証研究を積み重ね，寄付者の意思決定に有意に

影響を与えている要因について明らかにしたい。 

 

 

４．研究成果 

１．基本モデルⅠ（2013年度―2014年度分） 



 初めに，広島県内に存在するNPO法人の「2013年度―2014年度の財務データ」を使用した

プロビット分析を行い，寄付金受入の有無にどの要素が影響を与えているのかを明らかにする。

被説明変数と説明変数は以下の通りである。 

 

被説明変数：寄付金受入の有無（有を 1，無を 0とする） 

説明変数 ：事業費比率，正味財産比率，助成金比率，年数の対数 

 

表１－１ 「2013年度―2014年度の財務データ」による記述統計量 

 

 

表１－２ 2014年度の寄附に関するプロビット分析の結果 

 
 

基本モデルⅠの結果 

表１－１は「2013 年度―2014 年度の財務データ」の記述統計量を示している。表中の obs

はデータの観測数を表しており，基本モデルⅠでは 461団体の財務データがあることがわかる。

そして，寄付金の有無（don2014），事業費比率（prog），正味財産比率（equity），助成金比率

（subsidy），年数の対数（ageln）の平均値，標準偏差，最小値，最大値がそれぞれ表示され

ている。平均値はいずれの変数において正の値であった。説明変数の最小値と最大値をみると，

事業費比率と助成金比率は 0から 1の範囲で値を取っているが，正味財産比率については最小

値－8085.286，最大値 16540.03であり，非常に範囲の広い値をとっていることがわかる。 

表１－２は「2013 年度―2014 年度の財務データ」を用いたプロビット分析の結果を示して

いる。基本モデルⅠで寄付の受入れに影響を与える係数は，値が高い順に，助成金比率，事業

費比率，正味財産比率，年数となる。 

 

２．基本モデルⅡ（2014年度―2015年度分） 

 続いて，広島県内で特定非営利活動を行うNPO法人の「2014年度―2015年度の財務データ」



をもとにプロビット分析を行う。被説明変数と説明変数は基本モデルⅠと同様である。 

 

被説明変数：寄付金受入の有無（有を 1，無を 0とする） 

説明変数 ：事業費比率，正味財産比率，助成金比率，年数の対数 

 

表２－１ 「2014年度―2015年度の財務データ」による記述統計量 

 
 

表２－２ 2015年度分の寄附に関するプロビット分析結果 

 
 

基本モデルⅡの結果 

表２－１は「2014 年度―2015 年度の財務データ」の記述統計量を示している。基本モデル

Ⅱのデータ観測数は 513である。そして，被説明変数と各説明変数の平均，標準偏差，最小値，

最大値が表示されている。前年度分の財務データと比較すると，団体の生存能力を表す正味財

産比率の平均値がマイナスとなっていることがわかる。 

表２－２は「2014 年度―2015 年度の財務データ」を用いたプロビット分析の結果を示して

いる。基本モデルⅡでは，係数が高い順に，事業費比率，助成金比率，正味財産比率，年数の

対数であった。事業費比率，正味財産比率，助成金比率は係数の符号が正の値であった。一般

的な回帰分析の t 値に対応している z 値については，事業費比率が 1%水準で有意と認められ

る。 

 

解釈 

 基本モデルⅠと基本モデルⅡから，寄付金受領と最も大きく関係しているのは事業費比率で

あることがわかる。民間非営利組織（ここでは NPO法人）の財務情報と寄付受領との間には，

10年前の分析に引き続き今回のデータにおいても事業費比率が有意な関連性を示していた。 

民間非営利組織においては，事業費比率（＝事業費支出／経常収入）が寄付受領の有無と有

意に関連していることが，10年以上にわたるデータにおいて継続的に実証された。逆に言えば，



経常収入のうち事業支出への割合が少ない NPO 法人は寄付を獲得できない可能性が高いとい

うことである。一連の分析結果から寄付市場は「賢明」であると言えよう。 
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